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こうした状況となった要因を、主産地毎に、近年の新たな動
きも踏まえて解明。その中で、わが国の小麦のフードシステ
ムにおける各主産地産の小麦の位置付けを明確化。

◆ 民間流通制度への移行当初（2000年）は、需要を供給が大きく上回
るミスマッチが発生。

◆ 平成27（２０１５)年産は、過去最高の生産量（全国で100万トン）にも
かかわらず、需要が供給を上回る逆ミスマッチ状況。

本日の報告内容

今後、国内産小麦の需要を引き続き拡大させ、それに対応
していくために取り組むべき中長期的な課題について考察
する。



Ⅰ 全国ベースで見た国内産小麦の
使用状況
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表１　小麦の主な用途

小麦粉の種類 主な用途 たんぱく含有率 主な原料小麦（（　）内は国内産品種、外国産の略称）
薄力粉 カステラ 6.5～9.0％ アメリカ産ウェスタン・ホワイト（ＷＷ）

ケ－キ
和菓子
天ぷら粉
焼菓子（ビスケット等）

中力粉 日本麺（うどん、そば） 7.5～10.5％ 国内産（「きたほなみ」、「シロガネコムギ」、
即席麺 「チクゴイズミ」、「さとのそら」、「農林61号」等）
焼菓子（ビスケット等） 豪州産スタンダ－ド・ホワイト（ＡＳＷ）
和菓子

準強力粉 中華麺 10.5～12.5％ 国内産（「ミナミノカオリ」、「ラー麦」等）
ギョウザの皮 豪州産プライムハ－ド（ＰＨ）
パン（食パン以外） アメリカ産ﾊｰﾄﾞ・ﾚｯﾄﾞ・ｳｨﾝﾀｰ（ＨＲＷ）

強力粉 食パン 11.5～13.0％ 国内産（「春よ恋」、「キタノカオリ」等）
カナダ産ｳｪｽﾀﾝ・ﾚｯﾄﾞ・ｽﾌﾟﾘﾝｸﾞ(ＣＷ）
アメリカ産ﾀﾞｰｸ・ﾉｰｻﾞﾝ・ｽﾌﾟﾘﾝｸﾞ（ＤＮＳ）

超強力粉
食パン（中力粉とブレン
ドで）、中華麺、パスタ

12.0～14.0％ 国内産（「ゆめちから」、「ハナマンテン」等）

デュラム・セモリナ パスタ 11.0～14.0％ カナダ産デュラム（ＤＲＭ）
資料：農林水産省作成資料を元に筆者が加筆。

注：超強力小麦の欄については、筆者が追加加筆。

１．小麦の主な用途

◆ 小麦は、わが国の食生活において、パン・麺・菓子・醤油など多様な用途
に使用。

◆ 小麦粉は、たんぱく質の含有量によって薄力粉、中力粉、強力粉（これに
準強力粉、超強力粉を加えることも）に分類され、原料となる麦の種類・銘
柄が異なる。
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◆ 国内産小麦は中力粉向けに適した品種が多い。他方で、最近では中力
系小麦とブレンドして使用される超強力系品種も開発されるなど、国内産
小麦の用途が大きく拡大（ほとんどの用途で国内産使用製品）。

表



２．日本における小麦の用途別需要

◆ 小麦の用途別のシェアでは、「パン用」が一番多く29％を占めているが、国内産
の使用割合は3％と低い。また、「中華麺用」も、用途別のシェアが8％あるが、国
内産の使用割合は5％にとどまっている。
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図１ 用途別にみた国内産、外国産小麦の使用量（2009年度、
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資料：農林水産省調べ
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◆ 他方で、「日本麺用」のシェアは11％であるが、国内産の使用割合が60％と他の
用途に比べて、突出して高い。

図



表２　道県産別の国内産小麦の単独使用割合の試算結果(2006年産）

収穫量
（万トン）

流通量
（万トン）

国産単独使用
量（万トン）

国産単独使用
割合

外国産とのブ
レンド使用割
合

北海道 51 49 22～24 ４～５割 ５～６割
福岡県 7 6 2 ３割 ７割
佐賀県 5 4 1 ２割 ８割

以上３道県計 63 59 24～26 ４割 ６割

北関東４県計 8 8 1 １割 ９割

その他府県計 13 12 2 ２割 ８割

全国計 84 79 27～30 ３～４割 ６～７割
資料：農林水産省「作物統計」、製粉企業９社の業務データ等を基に筆者が試算

注1：　収穫量は「作物統計」、流通量は大手製粉企業４社と中小製粉企業とのシェア等公表されてい

　　　る数値、国産単独使用量は、筆者聞き取りにより推計した。

注2：　北海道、福岡県、佐賀県産小麦については、３道県での聞き取り結果を基に、それ以外の府県

　　　産小麦については、福島県、群馬県、愛知県、滋賀県、香川県、山口県、大分県、熊本県での

　　　聞き取り調査の結果を基に、①「農林61号」やそれに近い特性の品種、②「ニシノカオリ」、

　　　「ミナミノカオリ」、「ダブル８号」等パン用の適性がある品種とに分け、それぞれ毎に推計

　　　した。

３．国内産小麦の外国産とのブレンドによる使用

◆ 特に、主産地の北海道、九州を除くと、8～9割の国内産小麦が外国産とブ
レンドされて使用されていた。
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◆ 過去の研究成果によれば、小麦の国際価格の高騰する以前の2006年段
階では、外国産小麦とブレンドされて使用された国産小麦の割合の方が高く
6～7割と試算された。

表
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Ⅱ 国内産小麦の生産動向



１．麦類の地域ブロック別にみた生産シェア（作付面積）

◆ 小麦では、北海道、九州、関東・東山が主産地であり、この3地域で全作付面積
に占めるシェアが83％となっている。
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注：「ホクシン」の26年産で作付面積はゼロとなっている。
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２．北海道における小麦の品種転換
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◆ 中力系小麦では、平成21（2009）～平成23（2011）年産にかけて３年間で、
「ホクシン」から「きたほなみ」にほぼ全面的に転換。

◆ 強力系小麦では、 「ゆめちから」が2008年度に導入され、その単収の良さ、
作りやすさに加えて、強力小麦生産への加算金もあり、平成24（2012）年産以

降、生産が急増。同時期に「春よ恋」も増産。

※ 本報告では、中力粉に適した品種を「中力系小麦」、強力粉に適した品種を「強力系小麦」と定義

する。
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３．北海道産小麦の品種別の作付動向

◆ 12～21年産の10年間、「ホクシン」が主要品種として９割のシェア。その後、
全面的に「きたほなみ」に転換。「きたほなみ」は単収が高く、27年産の北海道
産小麦の総生産量は73万トンにまで増加。
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◆ 強力系小麦については、収量の低さ、作りづらさ等から、これまで作付面積
が増えない状況が続き、そのシェアは９％で推移。しかし、「ゆめちから」の導
入後、生産が急増。26、27年産の強力系小麦のシェアは25％。

表　北海道産小麦の品種別作付面積の推移

平成
15年産

16年産 17年産 18年産 19年産 20年産 21年産 22年産 23年産 24年産 25年産 26年産 27年産 （シェア）

秋播き小麦 106,300 107,300 108,300 111,100 109,100 107,600 107,700 106,800 110,100 107,500 108,100 107,500 107,428 (87.6)
　　ホクシン 99,074 100,279 103,400 106,427 103,937 103,214 96,274 71,712 1,032 131 22 713 (0.6)
　　きたほなみ 90 7,415 31,456 106,389 103,368 98,275 92,529 92,057 (75.1)
　　チホクコムギ 1,270 539 (0.0)
　　キタノカオリ 26 132 1,160 1,354 1,976 1,432 1,507 1,400 1,003 1,471 1,514 2,000 2,476 (2.0)

ゆめちから  32 94 1,793 7,837 12,543 11,702 (9.5)
　　その他 5,930 6,350 3,740 3,319 3,187 2,864 2,504 2,200 1,582 737 452 428 480 (0.4)
春播き小麦 6,460 6,700 7,210 9,440 8,020 8,180 8,510 9,500 9,120 11,700 14,000 15,900 15,900 (13.0)

春よ恋       4,443 5,845 6,430 8,537 7,133 6,946 7,287 8,032 7,411 9,466 11,063 12,700 13,247 (10.8)
　　ハルユタカ 2,017 852 771 923 893 1,218 1,177 953 739 780 689 1,036 754 (0.6)

はるきらり    1 1 36 516 970 1,455 2,248 2,164 1,299 (1.1)
　　その他 3 30 1 0 2 10 0 0 0 0 0 0 (0.0)
合　　計 112,700 114,000 115,500 120,500 117,100 115,700 116,300 116,300 119,200 119,200 122,000 123,400 122,660 (100.0)
強力系小麦のシェア 5.8 6.0 7.2 9.0 8.5 8.3 8.6 9.4 8.6 12.6 19.1 24.7

資料：北海道庁農産振興課調べ。
注：網掛けは強力系小麦の品種。強力系小麦のシェアでは，秋播き小麦の「その他」に含まれる強力系小麦品種のシェア
   はデータの制約から含めていない。

　　　　　　　　             　　          （単位：ha、％）
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◆ 福岡県では、強力系小麦「ミナミノカオリ」と「ラー麦」が増加。ただし、その
影響で、需要が減少している「シロガネコムギ」は減らず、需要のある「チクゴ
イズミ」が減少（いずれも作付面積）。
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４．九州産小麦の品種別の作付動向
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資料：JA熊本経済連、熊本県調べ
注：23年産まではJA熊本経済連調べ、24年産以降は熊本県庁調べで、
　26年産は見込み面積である。
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図13　熊本県における主要品種の作付動向

◆ 熊本県でも、26年産より「ミナミノカオリ」が大きく増加。ただし、その影響で、
「シロガネコムギ」だけでなく「チクゴイズミ」も減少。

図図

◆ 九州産小麦の作付面積は近年減少傾向。総生産量は10～15万トン。



表　九州地方で作付けされている小麦の主要品種登録年と作付実績のある県

（単位：ha）

品種登録年
作付面積
（18年産）

福岡県 佐賀県 大分県 熊本県

農林61号 194４年 1,320 ○ ○

シロガネコムギ 1974年 17,060 ○ ○ ○

チクゴイズミ 1996年 13,400 ○ ○ ○ ○

ニシホナミ 1999年 1,700 ○

ニシノカオリ 2002年 941 ○ ○

ミナミノカオリ 2006年 284 ○ ○ ○ ○

ちくしＷ2号（ラー麦） 2010年 － ○
資料：農林水産省「麦類の新品種」、「作物統計」、各県庁、各県経済連、製粉企業からの聞き取りで作成。

注：1）農林水産省が作物統計で品種別作付面積を調べたのは、平成18年産が最後。

　　2）県別の○は、関係者への調査で、平成21～23年産のいずれかに当該県で作付されていることが確認された品種である。

中
力
系

小
麦

強
力
系

小
麦
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５．九州産小麦の県別作付け品種

◆ 北海道で、大手2次加工メーカーが使用可能な品質と量の中力系小麦と

強力系小麦が揃ったが、九州でも「チクゴイズミ」と「ミナミノカオリ」が4県全て

で生産されるようになり、それに準ずる供給体制が整いつつある。



６．北関東における小麦の品種転換
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図

◆ ２０１０年に「さとのそら」が品種登録されたのを受けて、関東では、「農林61号」
から「さとのそら」への転換が各県で急速に進展。平成26年産を最後に「農林61
号」はほとんど作られなくなった。

◆ 単収の高い「さとのそら」への転換で、生産量は減少に歯止め。

◆ 関東・東山産の小麦の作付面積は、近年減少傾向。
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表　北関東で作付けされている小麦の主要品種登録年と作付実績のある県

（単位：ha）

品種登録年
作付面積
（18年産）

群馬県 栃木県 埼玉県 茨城県

農林61号 1944年 18,340 ○ ○ ○ ○

さとのそら 2010年 － ○ ○ ○ ○

つるぴかり 2001年 1,540 ○

きぬの波 2003年 1,183 ○ ○

イワイノダイチ 2002年 591 ○

あやひかり 2003年 535 ○

ダブル8号 2003年 296 ○

タマイズミ 2005年 580 ○

ハナマンテン 2009年 － ○

ゆめかおり 2010年 － ○ ○ ○
資料：農林水産省「麦類の新品種」、「作物統計」、各県庁、各県経済連、製粉企業からの聞き取りで作成。

注1）農林水産省が作物統計で品種別作付面積を調べたのは、平成18年産が最後。

　 2）県別の○は、関係者への調査で、平成23～24年産のいずれかに当該県で作付されていることが確認された品種である。
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７．北関東産小麦の県別作付け品種

◆ 関東でも、中力系小麦では、品種の統一が進みつつあるが、強力系小麦
については、2000年以降、各県で、ようやく生産が始まった段階にあり、作
付品種も4県で異なる。

→ 今後、強力系小麦でも品種統一の動きが出てくることを期待。
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Ⅲ 国内産小麦の流通構造



１．小麦の流通構造

◆ 小麦は需要量の90％弱が外国産小麦の輸入。残りの10％強が国内産。

◆ 国内産小麦の約70％は北海道産。外国産小麦の約60％は米国産。

◆ 大部分の小麦が製粉企業を経由する上に、その多くが2次加工メーカーで
加工されて最終製品になる。
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２．北海道産小麦の流通状況

◆ 北海道産小麦の8割が道外へ。十勝港、網走港等から1,500トン規模の船で
バラ流通で本州へ。
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◆ 北海道内には大手製粉企業2社2工場と中小製粉企業5社5工場が立地。こ
れらによる北海道産小麦の製粉量は平成26（2014）年産で約9万トンにとど
まっている（平成20年産時点では7万6千トン）。

         表　北海道産小麦の地域ブロック別にみた出荷先（2014年度）
             （単位：％）

出荷先 北海道内 東北 北陸 関東 東海 近畿 中国・四国 九州 合計

割合 15.7 0.1 0.4 48.5 10.8 17.2 5.6 1.7 100.0
資料：ホクレン資料より筆者が作成。
注：JAに出された小麦について集計された結果であり，商系の集荷業者による集荷数量は含まれていない。

◆ 地域ブロック別では、関東で5割弱。大手二次加工メーカーで全国展開して

いる家庭用製品での使用が多いため、多数の製粉企業が立地する近畿、東
海でのシェアも高い。



◆ 中小製粉4社が北海道産小麦を使用した小麦粉の販売先を見ると、4社とも
に北海道外が4割から6割を占めている。
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◆ 1トン単位で製粉を行える製粉設備を活用した江別市の中小製粉企業の地

産地消的な取り組みや農産学官連携による取り組みに加えて、十勝地方で新
たに製粉事業を開始した新規参入2企業による十勝産小麦を首都圏、札幌、

帯広といった消費地に直接売り込む動きも出現。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

北海道D社

北海道C社

北海道B社

北海道A社

北海道内

北海道外

資料：各社に対する2009年から2016年にかけて実施した調査結果を取りまとめたも

の。

図 国内産小麦を使用した小麦粉の販売先



0% 20% 40% 60% 80% 100%

大分県産

熊本県産

佐賀県産

福岡県産

図25 九州各県産小麦の販売先別シェア

大手製粉企業 県内中小製粉企業 県外中小製粉企業

資料：各県で22年12月から24年２月にかけて実施した調査結果を取りまとめたもの。

注：佐賀県産、熊本県産は23年産のそれぞれ契約数量ベース、荷受けベースの数値。

３．九州産小麦の流通状況

◆ 九州では、福岡県だけでも人口が500万人を超えており、10～15万トンの生
産量の九州産小麦にとって、九州7県は十分に大きな市場。

18

→ 九州産小麦の７割が九州内で製粉されている（中小７社（福岡5、佐賀1、熊
本1）、大手2社（福岡2）の9工場）。

◆ 九州産小麦の販売先をみると、福岡県では大手製粉が過半を占めるが、他
の3県では九州内の中小製粉のシェアが高い（県内に製粉企業のない大分県
産では、県外の中小製粉のシェア6割のうち、半分が福岡県の中小製粉）。

図
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◆ 九州北部3県に立地する中小製粉企業5社が製造した国内産小麦を使用した
小麦粉の販売先も、大部分が九州内。

◆ これは、九州産小麦を使うことで大手2次加工メーカーとの差別化を図りたい地
場の中小2次加工メーカーによる使用が多いため。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

九州I社
九州H社

九州G社

九州F社

九州E社

九州内

九州外

図 国内産小麦を使用した小麦粉の販売先

資料：各社に対する2011年から2012年にかけて実施した調査結果を取り
まとめたもの。



九州における小麦の地産地消的な新たな動き
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◆ 強力系小麦の「ミナミノカオリ」の生産増加や、「ラー麦」の導入・拡大等を受けて
九州でも、小ロットでの製粉を行える製粉設備を導入した中小製粉企業が出現。

◆ 上記の「筑前麦プロジェクト」も、同社が原料となる小麦粉を供給することで実現。

＜事例：筑前麦プロジェクト＞
福岡県筑前町の飲食店が中心となり、2011年にプロジェクトを発足。

筑前町商工会、JA筑前あさくらと同県に立地する製粉企業F社の参画
により、100％筑前町産の小麦粉流通システムの構築に成功。

2014年現在、町内外30社が加盟し、うどん、素麺、中華まん、餃子、
ショウロンポウ、インスタントラーメン、ケーキ、パン等に筑前産小麦を
使用（年間使用量は約30トン）。
同プロジェクトでは、「筑前麦太郎」、「筑前麦夏ちゃん」という小麦粉を

開発し、直売所や各店で、発足後3年間で約7千個を販売。



＜うどん店の店頭に設置されたのぼり＞ ＜直場所で売られている麦夏ちゃん＞
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＜直売所で売られている麦太郎を使った製品＞

＜麦太郎を使ったうごぼう天うどん＞

＜麦太郎を使ったロールケーキ等＞

＜麦太郎と麦夏ちゃん＞

（いずれも2014年8月撮影）



４．関東産小麦の流通状況

◆ 小麦の主産地である北関東4県は、埼玉県が首都圏に含まれるだけでなく、
他の3県も首都圏に近接。このため、5～7万トンの生産量の関東4県の小麦
にとっては、自県と首都圏が主要な市場。

22

→ ほとんどの関東産小麦が関東内で製粉されている（北関東4県だけでも、
中小10社（群馬4、栃木1、茨城3、埼玉2）、大手2社（埼玉1、茨城1）の12社
12工場）。

◆ 九州産小麦に比べて、大手製粉企業への販売割合が大きい。大手製粉企
業に買い受けられた関東産小麦は、主に外国産小麦とブレンドして製粉され、
大手2次加工メーカーの製品などに使用。このため、主要品種を４県で統一す
る必要。

図
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◆ 北関東4県に立地する中小製粉3社では、大手製粉との差別化を図り、生き残っ
ていくために、できるだけ自県産小麦を単独、あるいは、国内産同士でブレンドし
て使用していこうとしている。

◆ 国内産小麦を使用して製造した小麦粉の販売先についても、3社とも自県及び
首都圏も含めた関東地方に立地する中小2次加工メーカーや外食産業への販売
がほとんど（県外のほとんどが首都圏内）。

図

0% 20% 40% 60% 80% 100%

北関東L社

北関東K社

北関東J社
県内

県外

資料：各社に対する2012年から2013年にかけて実施した調査結果を取り

まとめたもの。

図 国内産小麦を使用した小麦粉の販売先



「麦わらぼうしの会」

栃木県で、地元製粉企業が主体となって栃木県産小麦を使った製品の生産・
販売に賛同した企業で立ち上げられたグループ。2002年に立ち上げられてお
り、2014年6月現在、会員数は105社。共通のロゴマークを使って、栃木県産
小麦を使用した製品の販売を促進。

「埼玉産小麦ネットワーク」

埼玉県で、地元製粉企業が主体となって立ち上げられた埼玉県産小麦の振
興を図るためのグループ。2010年に立ち上げられており、 2014年6月現在、
会員数は172社。このネットワークでも、共通のロゴマークを作成し、埼玉県産
小麦を使用した製品の販売促進に活用。

24

→ 2つの企業グループの組織化は、北海道、九州では見られない動き。中力

系小麦だけでなく強力系小麦も生産され始めたことから、参加企業も、製麺
業、リテイルベーカリー、外食事業者等広がりを見せている。



Ⅳ 国内産小麦の近年の消費動向

25



◆ 首都圏の生うどん市場において、2009年時点で、販売金額上位10製品のうち4
製品が「国内産小麦使用」表示。これが2015年時点では8製品に増加。

（１）生うどん

◆ 上位10製品の売上高に占める国内産小麦使用表示のある製品のシェアも、2013
年から2015年にかけて72％→83％→90％と年々増加。

26

１．北海道産小麦を使用した国内産使用表示のある製品の
拡大

表　生うどん（チルド）販売金額ランキングの変化(首都圏）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：％）

製造企業の規模・産地表示
販売金額

シェア
製造企業の規模・産地表示

販売金額
シェア

大手PB製品（国内産小麦使用表示なし） 9.3 大手製品（北海道産小麦使用表示あり） 15.7
大手製品（国内産小麦使用表示あり） 6.8 大手製品（国内産小麦使用表示あり） 6.5
大手製品（国内産小麦使用表示なし） 5.9 大手製品（国内産小麦使用表示あり） 5.7
大手製品（国内産小麦使用表示あり） 4.8 大手製品（国内産小麦使用表示あり） 4.5
大手製品（国内産小麦使用表示なし） 4.0 大手製品（国内産小麦使用表示あり） 3.7
大手製品（国内産小麦使用表示なし） 3.0 大手製品（北海道産小麦使用表示あり） 3.5
大手製品（国内産小麦使用表示なし） 2.8 大手製品（国内産小麦使用表示あり） 3.4
大手製品（国内産小麦使用表示あり） 2.8 大手製品（国内産小麦使用表示なし） 2.8
大手製品（国内産小麦使用表示あり） 2.5 大手製品（国内産小麦使用表示あり） 2.8
大手PB製品（国内産小麦使用表示なし） 2.4 中小製品（国内産小麦使用表示なし） 2.5

38.2 89.6

資料：日経メディアマーケッティング社による首都圏スーパーマーケット等（2009年：93店、2015年：108店）におけるPOSデータに基づき筆者

　　が集計。

注：2009年は2009年4月から2010年2月までの値であり、2015年は2015年１月から12月の値である。
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◆ 首都圏の生冷やし中華そば市場においても、2009年時点で、販売金額上位10
製品のうち2製品のみが「国内（北海道）産小麦使用」表示。これが2015年時点で
は5製品に増加。

（２）冷やし中華そば

◆ 上位10製品の売上高に占める国内産小麦使用表示のある製品のシェアも、2009
年から2015年にかけて14％→45％と増加。

27

表　生冷やし中華そばの販売金額ランキングの変化(首都圏）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：％）

製造企業の規模・産地表示
販売金額

シェア
製造企業の規模・産地表示

販売金額
シェア

大手製品（国内産小麦使用表示なし） 13.3 大手製品（国内産小麦使用表示なし） 18.5
大手製品（国内産小麦使用表示なし） 10.8 大手製品（国内産小麦使用表示あり） 12.2
大手製品（国内産小麦使用表示なし） 8.8 大手製品（国内産小麦使用表示なし） 6.1
大手製品（北海道産小麦使用表示あり） 5.2 大手製品（国内産小麦使用表示あり） 5.6
大手製品（国内産小麦使用表示なし） 4.7 大手製品（国内産小麦使用表示あり） 5.4
大手製品（国内産小麦使用表示なし） 4.1 中小製品（国内産小麦使用表示なし） 4.6
中小製品（国内産小麦使用表示なし） 3.9 中小製品（国内産小麦使用表示なし） 3.8
大手製品（国内産小麦使用表示なし） 3.6 大手製品（北海道産小麦使用表示あり） 3.0
大手製品（北海道産小麦使用表示あり） 3.5 大手製品（国内産小麦使用表示あり） 2.5
大手製品（国内産小麦使用表示なし） 2.8 大手製品（国内産小麦使用表示なし） 2.2

14.4 44.9

資料：日経メディアマーケティング社による首都圏スーパーマーケット等（2009年：93店、2015年：

　　108店）におけるPOSデータにより筆者が集計。

注：2009年は、2009年4月から2010年2月までの値であり、2015年は2015年1月から12月の値である。
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◆ 大手製麺業者M社では、主要製品の一つである生ラーメン3食入りを、2013
年8月にリニューアルし、その際、北海道産小麦を100％使用しそのことを表示
する変更を実施。同製品は、発売後、順調に売り上げを拡大し、2014年2月及
び2014年10月以降は、先代の製品の月間最高販売額を超えている。

（３）大手２次加工メーカーによる北海道産小麦使用表示のある生ラーメ
ンの販売

◆ 「ゆめちから」の生産拡大を機に、生ラーメンでも北海道産小麦を使用し、そ
のことを表示した製品が発売され始めている。

28
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資料：日本経済新聞デジタルメディア社による首都圏スーパーマーケットなど110店における

POSデータより筆者が集計。
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「北海道小麦使用」の表示

＜首都圏の食品スーパーの生ラーメンの売り場で
販売されている「北海道産小麦使用」表示のある製品＞

「北海道産小麦使用」の表示 ｢国産小麦粉使用」の表示

（2013年10月、2014年3月撮影）

『北海道産小麦（100％）使用
「ゆめちから50％
「きたほなみ50％」』

「国産小麦粉100％使用」



◆ 生麺、ゆで麺全体でも、上位15製品の売上高に占める国内産小麦使用表示の
ある製品のシェアは41％となっており、うどん、ラーメン、冷やし中華、焼そば全
てで、国内産小麦使用製品がランクインしている。

30

表　生麺、ゆで麺（チルド）販売金額ランキング(首都圏、2015年）

　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：％）

製品の種類・製造企業の規模・産地表示
販売金額

シェア
焼そば大手製品（国内産小麦使用表示なし） 10.3
うどん大手製品（北海道産小麦使用表示あり） 3.3
そば大手製品（国内産小麦使用表示なし） 2.9
冷やし中華大手製品（国内産小麦使用表示なし） 2.2
ラーメン大手製品（北海道産小麦使用表示あり） 1.5
冷やし中華大手製品（国内産小麦使用表示あり） 1.4
うどん大手製品（国内産小麦使用表示あり） 1.4
うどん大手製品（国内産小麦使用表示あり） 1.3
焼きうどん大手製品（国内産小麦使用表示なし） 1.2
うどん大手製品（国内産小麦使用表示あり） 1.2
焼そば大手製品（国内産小麦使用表示あり） 1.2
つけ麺大手製品（国内産小麦使用表示なし） 1.0
焼そば大手製品（国内産小麦使用表示なし） 1.0
うどん大手製品（国内産小麦使用表示あり） 0.9
ラーメン大手製品（北海道産小麦使用表示あり） 0.9

41.3

資料：日経メディアマーケッティング社による首都圏スーパーマーケット等108店
　　におけるPOSデータに基づき筆者が集計。
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＜中華系外食チェーン店の店頭に置かれたり、
貼られている「国産化」ののぼりとポスター＞

（2014年12月撮影）
（2016年3月撮影）

＜ライバルの中華系外食チェーン店でも、
餃子の具材に続いて中華麺を「国産化」＞

（４）中華系外食チェーン店による国内産小麦使用表示の拡大



（５）「ゆめちから」をはじめとした北海道産小麦を使用したパンの増加

◆ 大手製パン企業N社では、2012年6月より「ゆめちから」をブレンド使用した食パン、

ロールパンのほか、「ゆめちから」100％使用のベーグルなどを次々に販売。他の大

手製パン企業、コンビニエンス・ストア･チェーンでも追随する動き。
32

＜首都圏の食品スー
パーで販売された国産
小麦使用の食パン＞

（2014年4月～2015年4月に撮影）

＜首都圏では、パン売り場に
国産小麦コーナーを設ける
食品スーパーも出現＞
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資料：日本経済新聞デジタルメディア社による首都圏スーパーマーケットなど100店舗におけるPOSデータより筆者が集計。

注：食パンのうち、国内産小麦を100％使用していることが明らかな製品のみ計上した。菓子パン、テーブルパンは含んで

いない。

図 国内産小麦100％使用の食パンの販売額の推移（首都圏）

大手製パンメーカーN社
が国内産小麦100％使用

の新製品を発売

大手食品スーパーP社が国

内産小麦100％使用の新製

品をPBで発売

大手製パンメーカーN
社が国内産小麦

100％使用の製品を

初めて発売

33

◆ まだ大きなシェアを占めるにはいたっていないものの、国内産小麦を100％
使用した食パンの販売額の推移をみると、新製品が登場する度に国内産小
麦100％使用の食パン市場が拡大。



◆ 首都圏の一部のリテイル・ベーカリーでも、「キタノカオリ」、「ハルユタカ」、「春よ
恋」といった北海道産強力系小麦の使用をうたったパンを販売する店舗が相次いで
出店。 34

（2015年1月撮影）（2014年3月撮影）

＜都内にある国内産小麦使用を
売りにしたリテイルベーカリー＞



２．域内での戦略的使用に加えて域外使用が増える九州産小麦
（１）２次加工メーカー等による九州産中力系小麦の使用状況

35

◆ 九州産の中力系小麦は、うどん等の日本麺用需要が多く、長崎チャンポン、つけ
麺、焼きそば、島原素麺等でも使用されている。ただし、まだ、外食・中食の日本麺
用にはあまり使われていない。

◆ 近年は、中小2次加工メーカーが大手との差別化を図るため、戦略的に「九州産

小麦使用」あるいは各「県産小麦使用」の表示を行う製品がよく見受けられるように
なっている。

「九州産小麦使用」の表示

（いずれも2011年10月撮影）
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◆ 「チクゴイズミ」は、うどんやつけ麺で使用すると、外国産小麦に出せない食感を
出せるため、近年、製麺業者から高い評価を得て、九州以外での需要も拡大。

◆ 「シロガネコムギ」は、日本麺用としては評価が劣り(単品での使用はほとんど見
られない）、低価格を前提とした外国産とのブレンド用需要が多い。ただし、焼き菓
子用では高い評価。

（２）九州産「チクゴイズミ」、「シロガネコムギ」に対する需要

◆ 「チクゴイズミ」は、1996年に品種登録されたが、当初、作りやすさから生産量が
急増。その後、使い勝手が悪いとの評判で、供給過剰となり作付転換が実施された。

＜福岡県の食品スーパーで
売られているうどん＞

（2014年10月撮影）

表　「チクゴイズミ」に対する評価の変遷

導入当初指摘された問題点 近年評価が高まっている点など

用　途

・　低アミロース系で、用途がうどんなど日
　本麺用に限られること
・　たんぱく含有率が低いので、日本麺用
　でも単独使用は厳しいこと

・　うどんだけでなく、首都圏で消費が拡大し
　ているつけ麺用にも適していることが分かっ
　たこと
・　中華麺やパンにブレンド使用することで、

　外国産には出せない「モチモチした食感」が
　出せること
・　讃岐うどんには「ASW」70％、「チクゴイズミ」

　30％のブレンドがいいことが広く普及したこと

加工技術
・　製粉工程で目詰まりしやすく、製粉歩留
　まりも悪いこと

・　製麺企業が使い慣れてきて、その特性を製
　品で活かせるようになったこと

生産量
・　作りやすいので急激に生産量が増えて
　しまい供給過剰となったこと

・　需要が拡大しているが、供給過剰解消のた
めの生産抑制の後、生産が回復していないこと

資料：2008年から2012年にかけて実施した大手製粉企業O社および九州の中小製粉企業E社、F社、

　　　G社、H社に対する調査結果による。
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「チクゴイズミ」の使用を明示してい
ないが、特性から『チクゴイズミ」を
使っていると思われる商品

「チクゴイズミ」の使用を明示し、かつ、
その特性を紹介している商品

＜埼玉県の企業のうどん（生麺）＞ ＜徳島県の企業のうどん（乾麺）＞



（3）九州における強力系小麦の使用状況（ミナミノカオリ）

38

◆ 「ミナミノカオリ」等九州産の強力系小麦は、パン用、中華麺用で使用されており、
品質面では、北海道産の強力系小麦に比べて劣るものの、近年、九州内のリテイ
ル・ベーカリーのパン用で需要が増加。中華麺用でも評価され使用が拡大。

＜東京のラーメン屋の店頭に
貼られているポスター＞

＜ミナミノカオリで焼いたフランスパン＞

（2014年11月撮影）（日本パン技術研究所提供）

◆ 「ミナミノカオリ」を使用していることを売りにしたリテイルベーカリーが福岡県で散
見されるようになり、 「ミナミノカオリ」を使用していることを売りにしたラーメン屋も首
都圏に登場。



（4）九州における強力系小麦の使用状況（ラー麦）

39

◆ 「ラー麦」は順調に作付面積が拡大（22年産150ha→26年産1,070ha）している
が、今のところ需要量が供給量を上回っている状況。

・ 「ラー麦」を生産する地域や生産者が拡大した時に、品質が落ちないようにす

ること（タンパク含有量を上げるために必要な追肥の徹底等）

・ 将来、供給量が拡大した際の需要開拓（各店が皆「ラー麦」を使うようになれ

ば差別化ができない）、ラーメン用以外や他県からの需要への対応が課題

◆ 消費面では、福岡県が、親しみやすい名称の公募（正式な品種名は「ちくしW2
号」）、「ラー麦」の登録商標化とロゴマークの作成、その使用登録業者の応募とPR
という形で消費拡大を推進。26（2014）年10月時点で、登録商標「ラー麦」の使用登
録業者は、ラーメン店で72社、製粉業者・製麺業者等で59社（2011年12月時点で
は、それぞれ25社、36社）。



＜福岡県内のラーメン屋の店構え＞

＜店内に貼られているポスター＞ 40

＜福岡空港の土産屋で販売されている製品＞

＜福岡県内の食品スーパーで販売されている製品＞



＜首都圏で発売されている

ラー麦を使用したラーメン＞

＜ラー麦等の福岡県産小麦を
使用している首都圏のラーメン屋＞

41



３．地粉使用表示製品に加えて新品種の導入で可能性が広がる
関東産小麦

（１）外国産とのブレンドでの使用から単独使用へ

42

◆ 他方で、「農林61号」、「さとのそら」以外の品種では、ほとんどが単独で製粉され、
「国産小麦使用」表示、あるいは、「地粉使用」表示のある製品用に使用されてる。

◆ 関東産の中力系小麦のうち、大手製粉企業に引き取られた「農林61号」とその後
継品種の「さとのそら」の多くは、外国産とブレンドして使用されている（2006年産で
は、関東産小麦の9割が外国産とブレンドして使われていた）。

＜地粉表示のある小麦粉＞ ＜群馬県産小麦使用表示のあるうどん乾麺＞



（２）品質向上により、将来、単独使用拡大が期待される「さとのそら」

43

◆ 北関東に立地している中小製粉企業では、

・「農林61号」に比べて「さとのそら」の色がいい点、生産が安定している点などを高
く評価。また、いずれは、単独で使用される機会が増えたり、単なる外国産小麦に
対する増量剤ではない使い方が増えることを期待していると3社が回答。

・ただし、そうした「さとのそら」の良さを活かした使用には時間がかかると2社が回
答。

表　北関東3県の中小製粉企業から見た「農林61号」と比べた「さとのそら」のメリット、デメリット

会社名
「農林61号」と比べた「さとのそら」のメリット、

解決した課題

「農林61号」と比べた「さとのそら」のデメリット、

残された課題

北関東J社

「農林61号」に比べると、「さとのそら」は色がきれ

い。色がきれいで困ることはない。また、収量も高
く、安定しているのも大きい。「さとのそら」を100％で

使用して評価されるようになれば、単独使用は増え
ていく可能性がある。

「農林61号」は（外国産との）ブレンド需要が多かった

ので、それと置き換えられた「さとのそら」も直ぐには単
独使用とはならない。また、単独使用となると、製粉段
階でのふるい抜けの悪さの課題が残っている。

北関東K社

「農林61号」のくすんだ色がいいというユーザーもい

たが、どちらかというと災いとなってきた。「さとのそ
ら」はクリーミーホワイトで、色の問題はクリアした。
使い慣れてくれば、単なる外国産の増量剤的な使
い方以外の使い方が増えることが期待できる。

うどんにした時に「農林61号」は、茹で上げ直後の粘

弾性がよく、昔ながらの風味がある。「さとのそら」は、
それらの点では劣る。また、加水や混ぜ方等の使い勝
手が「農林61号」とは違うので、慣れるまでの間しばら

く試行錯誤が必要。

北関東L社

「農林61号」は、収量が低く不安定で、倒伏しやす

く病気にも弱かった。また製粉前の精選過程で割れ
やすかった。それらの点では全て「さとのそら」の方
がいい。

うどんにした時の味は「農林61号」の方が美味しい。

「さとのそら」は「ASW」に近く、「農林61号」のような味

がでないので、一部のユーザーからは「農林61号」の

代わりとしては使えないと言われている。

資料：2012年から2013年にかけて実施した各企業に対する調査結果から取りまとめた。



（３）拡大する北関東産の強力系小麦の生産と用途

44

◆ 北関東4県全てで、強力系小麦が生産されている。生産量はまだ少ないが、増加

しつつあり、家庭小麦粉、パン、中華麺等に使われている。

表12　関東における強力系小麦の生産量と主な使用状況

産地 品種名
　 生産量（ｔ）
（平成24年産）

主な使用先

群馬県 ダブル８号 1,056 家庭用小麦粉。生パスタ。リテイル
ベーカリーでの使用

栃木県 ゆめかおり 520 家庭用小麦粉。リテイルベーカリー、
ラーメン屋、焼きそば屋での使用

栃木県 タマイズミ 1,724 ラーメン、冷やし中華（半生麺）。そうめ
ん（乾麺）

埼玉県 ハナマンテン 215 インスタントラーメン。家庭用小麦粉。リ
テイルベーカリーでの使用

資料：2012年から2013年かけて実施した関東の中小製粉企業H社、I社、J社に対する

　　　調査結果、および筆者によるインターネットでの調査結果を取りまとめたもの。

表
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＜ハナマンテンの単挽き粉で焼かれたフランスパン＞
（日本パン技術研究所提供）

＜日本パン技術研究所で行った2006年播種サンプルの製パン
試験結果から抜粋＞

（I社のホームページより）

◆ 栃木県産「ゆめかおり」、埼玉県

産「ハナマンテン」は、その製パン製

に対する高い評価から、それぞれパ

ン用でも単独で使用され始めている。

◆ 特に、生産量が急増している栃木

県産「ゆめかおり」については、県内

の学校給食でも採用されているほ

か、2016年5月現在、県内14店舗で

「ゆめかおりパン」が販売されている。

（４）関東産強力小麦を使用・表示したパンの拡大
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◆ 栃木県産「タマイズミ」は、本来は醤油用に開発された品種であるが、中華麺

用、そうめん用にも使えると評価され、「タマイズミ」を使用して「栃木県産強力小

麦100％使用」と表示した製品も開発・販売されている。

＜JAいるま野ホームページより＞

◆ 「ハナマンテン」は、埼玉県下のJAが販売しているインスタントラーメンでも、

「埼玉県産ハナマンテン使用」を表示している地産地消的製品があるほか、首都

圏のラーメン店でも使用するところが複数出てきている。

「埼玉県産小麦粉」ハナマンテン使用」の表示

＜ハナマンテンを使った麺を
提供する都内のラーメン屋＞ ＜タマイズミを使った半生ラーメン＞

（５）関東産強力小麦を使用・表示した中華麺の拡大



47

４．主要産地産小麦の29年産価格

表９　主要産地産小麦の平成29年産の入札結果

落札加重平
均価格

基準価格
に対する増

減率

前年産価
格に対す
る増減率

上場数量 申込数量 落札数量
申込数量

倍率
落札率

全産地銘柄加重平均 51,570 9.1 － 221,380 320,600 214,060 1.4 96.7
北海道産きたほなみ 53,731 10.0 ▲ 3.6 131,530 150,050 130,880 1.1 99.5

北海道産春よ恋 54,963 10.0 ▲ 3.6 12,840 40,230 12,840 3.1 100.0

北海道産ゆめちから 50,158 10.0 ▲ 3.6 17,350 59,610 17,350 3.4 100.0

福岡県産シロガネコムギ 48,779 2.1 ▲ 10.6 5,090 4,560 4,560 0.9 89.6
福岡県産チグゴイズミ 46,859 5.9 ▲ 7.2 5,450 6,460 5,220 1.2 95.8
福岡県産ミナミノカオリ 54,645 9.4 ▲ 4.2 1,750 2,910 1,750 1.7 100.0
群馬県産さとのそら 45,046 9.9 ▲ 3.8 4,640 5,390 4,470 1.2 96.3

群馬県産つるぴかり 51,147 2.8 ▲ 9.9 1,170 840 820 0.7 70.1
資料：（一社）全国米麦改良協会「民間流通麦に係る入札結果の概要」

注１：価格は消費税込みの価格である。

注２：申込数量倍率は、上場数量に対する申込数量の倍率である。

注３：落札率は、上場数量に対する落札数量の比率である。

注４：前年産価格に対する増減率は税別価格である。

　　　（単位：円/t、％、ｔ、倍）

表10

◆ 以上のように、国内産小麦の積極的な利用が増加しているため、平成27年産
が豊作にも関わらず過剰は発生しなかった。その後、平成28年産の北海道産、
九州産小麦の不作見込みもあって、多くの産地銘柄で、品薄感から平成29年産
の入札価格が上昇。

→ 供給を需要が上回る逆ミスマッチ状態に。
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Ⅵ おわりに



１．国内産小麦のフードシステムの変容

49

その後、

・ 北海道で生産品種が大きく変わり、外国産と品質面で遜色のない品種が中

力系小麦、強力系小麦双方で揃い、量的にも大手2次加工メーカーが使いこ

なせる量を確保。

・ 九州でも、品種転換が徐々に進展し、中力系小麦、強力系小麦共に、中小

2次加工メーカー以外での使用を拡大させ得る北海道に準ずる供給体制。

・ 関東でも、中力系小麦では、主産地4県で共通する主力品種の転換が急

進。強力系小麦でも、主産地4県全てで生産される状況。

既往文献によれば、2000年の民間流通導入直後には、国内産小麦が外国
産に比べて品質面で大きく劣るとの評価（2次加工適性が劣る、麺に単独で使
用した場合の色のくすみに強い抵抗感等）

→ 今後、国内の小麦製品での国内産の使用状況を大きく変え得る供給体制が
整備されつつある。

（１）品種転換を機に大きく変わりつつある供給体制
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◆ 北海道産小麦は8割近くが三大都市圏で、主に大手2次加工メーカーが全

国展開する製品の原料として使用。前述のように、大手2次加工メーカーの

積極的な使用で三大都市圏への依存度が増加。

◆ 九州産小麦は7割が九州内で製粉され、主に九州内の中小2次加工メー

カーが製品の原料として使用。ただし、前述のように、次第に首都圏等で

の使用も増加。

◆ 関東産小麦はその多くが関東内で製粉され、大手製粉企業を中心に外国

産とブレンドされて、大手2次加工メーカーの製品などで使用。ただし、近年、

県内や首都圏での単独使用も増加。

→ これまでは、産地で、使われる場所や使用する実需者で棲み分けられて
いる状況が、徐々に競合する関係に。

→ 各主産地産の小麦のサプライチェーンも広域化。産地と2次加工メーカー
等の間をつなぐ製粉企業も、広域で、かつ、きめ細やかな対応が必要。

（２）競合関係が強まることで変わりつつあるサプライチェーン
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＜北海道産小麦＞

◆ 全国流通する大手2次加工メーカー製の「国内産小麦使用」、「北海道産

小麦使用」表示のある製品で独自の需要を確立。

◆ 強力系小麦の増産等により、こうした「北海道産小麦使用」表示製品が、う

どん等日本麺から冷やし中華、ラーメン、パンへと製品の種類でも拡大。

＜九州産小麦＞

◆ 九州域内で流通する「九州産小麦使用」表示のある製品で独自の需要を

確立。「モチモチした食感」を出せる「チクゴイズミ」の評価が高まり、つけ麺等

の一部の用途では、首都圏等でも需要が拡大。

◆ 北海道産強力系小麦より品質面で劣るものの、「ミナミノカオリ」は、北海道

から遠い九州では価格面で比較優位にあった（価格が相対的に安価な時に

は、首都圏、関西圏でも）。国産志向の強い消費者向け需要を中華麺やパン

用で確保。また、新たに導入された「ラー麦」の需要も着実に拡大。

（３）主産地毎に異なる小麦需要の拡大方向

以上のような主産地毎に、生産体制やサプライチェーンが変化したことから、主
産地毎に国内産小麦に対する需要にも異なる変化。
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民間流通制度の導入後、強力系小麦も含めた新品種の導入や栽培技術の
向上を背景に、国内産小麦を積極的に活用しようとする新たな動きが3主要産
地で異なる形で生まれ、それが国内産小麦に対する需要を質的な面でも変化
させていることが明らかになった。

＜関東産小麦＞

◆ 「農林61号」から「さとのそら」への全面転換で、外国産小麦とのブレンドに

とどまらない国内産小麦としての単独使用での需要拡大が見込める状況。

◆ 最近、各県で強力系小麦が生産され始めているが、それらの生産が拡大

すれば首都圏で北海道産の強力系小麦を使用した製品と競合する可能性。

こうした変化により国内産小麦に対する評価も大きく向上



２．国内産小麦の需給の逆ミスマッチの発生

53

◆ 北海道での「ホクシン」から「きたほなみ」への転換を機に、大手2次加工

メーカー、外食事業者による日本麺での「きたほなみ」の使用が増加。

◆ 「ゆめちから」の導入、「春よ恋」の生産拡大により、パンや中華麺でも、大

手2次加工メーカーの製品で北海道産小麦の積極的な使用が増加。

「きたほなみ」、「ゆめちから」、「春よ恋」いずれに対する需要量も供給量を上回
る状況（ただし、現行の価格を前提）。日本全体でも、国内産小麦に対する需
要量が供給量を上回る逆ミスマッチ状態に。

既往文献によれば、2000年の民間流通導入直後には、北海道産「ホクシ
ン」の生産拡大もあって、生産量が需要量を大きく上回るミスマッチが発生。
価格の連続的な下落、品質の向上、それを受けた外国産とのブレンドによる
過剰分の処理などを経て、時間をかけながらミスマッチが解消。

その後

北海道における夏の長雨、台風被害が逆ミスマッチ状態を加速させるおそれ。
北海道における小麦の生産基盤の早急な回復が何よりも急務。
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今後の少子・高齢化の進展を踏まえれば、日本全体で、中長期的には、中力
系小麦から強力系小麦への転換を進める必要。

◆ 大手2次加工メーカーによる使用ロットを考慮すれば、九州や関東での強

力系小麦の増産では、大手の製パンメーカーや製麺企業のニーズには対
応できない。

◆ 北海道全体で面積の拡大余地があまりなく、強力系小麦を増産
する分だけ「きたほなみ」を減産させなくてはならないことを意味。

◆ 競合関係にある豪州産の中力系小麦ASWの近年における品

質低下が指摘され、前述のような国内産志向の高まりもあり、「き
たほなみ」への需要は、むしろ拡大傾向。

３．国内産小麦の需要の拡大に向けた中長期的な対応方向
（１）北海道における強力系小麦の増産

中長期的な視点に立てば、北海道において、強力系小麦の増産を優先させて
いく必要。

しかし・・・
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根強い需要がある「きたほなみ」の生産減少を、外国産小麦との代替ではなく、
九州や関東等での中力系小麦の増産で埋めることが出来れば、国内産中力系
小麦に対する需要を拡大させられる可能性。

（反対に、出来なければ、「きたほなみ」の価格が一層高騰し、需要を大きく減少
させてしまう可能性）

北海道外で使用されている「きたほなみ」と代替で使用できるような高
品質の中力系小麦の生産を北海道外の産地で拡大させることが重要。

◆ 北海道外の産地（九州、関東等）では、まだ外国産小麦の増量材 として
の使用にとどまっている中力系小麦が未だ数多く存在しており、「きたほな
み」に代替できる小麦は一部の品種にとどまっている状況（代替できる小麦
が生産量が少ないものの存在はしている）。

しかし・・・



◆ 「ゆめちから」は、中力系小麦とのブレンドでパン用、中華麺用に優れた力を
発揮。

◆ 北海道外では北海道産の強力系小麦に並ぶ品質の品種がまだ開発されて
いない。
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北海道産「ゆめちから」の増産によって、「ゆめちから」を「きたほなみ」とブレン
ドするのではなく、北海道外の産地の中力系小麦とブレンドすることで、パンや中
華麺において、地元産小麦を使用し、そのことを表示した製品の生産を拡大させ
ることが可能。

中長期的には日本全体での国内産小麦への需要を俯瞰して、各主産
地が競合関係を強めるというのではなく、連携して、限られた量の国内
産小麦をそれぞれの特性を踏まえて有効に使って需要に応えていくとい
う視点も重要。

（２）「ゆめちから」と北海道外の中力系小麦とのブレンド



◆ 北海道外の産地では北海道産に並ぶ品質の強力系小麦が開発されていな
いことが、北海道外のリテイルベーカリーやラーメン専門店等の北海道産強
力系小麦への志向を強め、そのことが供給不足感を高めている。
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北海道外の産地での北海道産と遜色ない高品質な強力系の品種の育
成・生産拡大も、直ちには難しくても、いずれ解決しなくてはならない課題。

こうした品種が、将来、北海道産の強力系小麦に代わって使用
できるようにするためには、各府県でばらばらの開発と導入を行う
のではなく、産地横断的な共通の品種の導入と普及・定着も重要。

（３）北海道外の産地での高品質な強力系小麦の育成・生産拡大
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◆ 新たに導入される品種の数が増加する中で、以前から作られている品種が
未整理なため、作付品種が増え過ぎることも課題。

＜日本パン技術研究所原田昌博部長作成資料（地図のみ農水省より）＞

東北

近畿・中国・四国
九州

北海道

パン：春よ恋、はるきらり、
ゆめちから、キタノカオリ、

麺： きたほなみ、つるきち

パン：ユメアサヒ、ゆめかおり
ハナマンテン

麺： ユメセイキ

北信越

パン：ゆきちから、
銀河のちから

麺： ネバリゴシ、ふくあかり、
ナンブコムギ、
シラネコムギ

菓子：ゆきはるか

パン：ユメシホウ、ゆめかおり、
ニシノカオリ、

中華めん：タマイズミ
麺： 農林61号、イワイノダイチ、

きぬの波、さとのそら、
きぬあかり、つるぴかり

関東・東海

パン：ミナミノカオリ、せときらら
麺： 農林61号、シロガネ、ふくさやか、

ふくほのか、さぬきの夢2009

パン：ミナミノカオリ
中華めん：ちくしW2号
麺： ちくごまる、チクゴイズミ、

シロガネコムギ

全国の主要普及品種 （産地品種銘柄と契約栽培/26年産を含めると62品種もある）
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◆ 中力系小麦とブレンドすることでパン用、中華麺用として使用される超強力
系小麦「ゆめちから」の登場で、今後、パン用、中華麺用に、複数品種をブレ
ンドして使用するケースが増加すると見込まれる。

今後、パン用、中華麺用での国内産小麦の積極的使用、ブレンド使用
による需要の増加も期待されることから、今後は、 製粉企業による、パ

ン、中華麺での国内産小麦使用のためのⅰ）製粉技術の向上、ⅱ）ブレ
ンドや使用ノウハウの蓄積、ⅲ）2次加工メーカーや外食事業者への技
術サポートの充実等も重要。

◆ これまで国内産小麦が専ら日本麺用に使用されてきたことから、パン用、中
華麺用での国内産小麦の特性を活かすための使用技術やブレンド・ノウハウ
の蓄積については、あまり取り組まれてこなかった。

（４）国産小麦の使用技術、ブレンド・ノウハウの蓄積
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◆ 独立系のリテイルベーカリーやラーメン専門店での国内産小麦の使用量が
増加すれば、各店舗間での競争の結果、それぞれが求める小麦粉の品質や
特徴が異なってくると考えられる。

多様な種類の小麦粉を小ロットで供給できる小回りの利く製粉企業の
役割も次第に重要になってくる。

こうした取組みが増えていくことで、地元産小麦に対する評価が高まり、
ひいては新規用途開拓だけでなく、国内産小麦全体のイメージアップに
つながることも期待される。

◆ 地元の中小製粉企業を中心にして、実際に各主産地において、地産地消的
な取組も芽生えつつある。

（５）小回りの利く製粉企業による新たな取り組み


